
事 務 連 絡 

令和２年４月２３日 

 

都道府県 

各 指定都市 児童福祉主管部局 御中 

中核市 

 

 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課 

 

 

 

「新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言等を踏まえた支援

対象児童等への対応について」に関するＱ＆Ａについて 

 

 

 

  児童福祉行政の推進については、平素よりご尽力をいただき、厚く御礼申し上げ

ます。 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、様々な対策が講じられている中、

児童相談所及び市町村における支援対象児童等への対応について、「新型インフル

エンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言等を踏まえた支援対象児童等への対

応について」（令和２年４月10日付け事務連絡）を発出したところです。 

 当該事務連絡のうち、保護者が新型コロナウイルスに感染したことにより入院した

場合等の対応について、別添のとおり、Ｑ＆Ａを作成いたしましたので、参照してい

ただきますよう、お願いいたします。 

なお、各都道府県におかれましては、貴管内市町村（指定都市及び中核市を除き、

特別区を含む。）への周知をお願いいたします。 

 

  



保護者が新型コロナウイルスに感染したことにより入院した場合等の対応等に関するＱ＆Ａ  

 

 

 

 

 

 
 

（答） 

 

【子どもが濃厚接触者となった場合の保護について】 
 

○ 子どもが新型コロナウイルス陽性の保護者と濃厚接触した場合に、検査結果が陰

性であったり、検査対象となっていない（検査結果待ちを含む）ときは、基本的に

は自宅で待機していただくこととなる。こうした場合に、保護者の代わりに、親族

等に子どもの養育や健康管理をお願いすることとなるが、養育が可能な親族等がお

らず、子どもだけでは自宅での生活や健康管理が困難な場合も想定される。 

 

○ 上記のような場合に、子どもの保護について、衛生部門から児童福祉部門に相談

が行われることも想定されるが、例えば、 

（１）児童養護施設等において実施される子育て短期支援事業を利用すること 

（２）一時保護所で一時保護を行うこと 

（３）児童養護施設等に一時保護委託を行うこと 

が考えられる。 

  また、子どもの症状等を踏まえ、衛生部門と協議の上、保護者の入院先の医療機

関へ子どもの一時保護委託について相談することも考えられる。 

 

【子どもを保護する施設における感染拡大防止のための留意点について】 
 

○ こうした子どもを保護する施設においては、「社会福祉施設等における感染拡大

防止のための留意点について（その２）」（令和２年４月７日付け事務連絡）等に基

づき、 

・原則として、個室で対応すること 

・保健所により濃厚接触者とされた子どもと、その他の子どもの対応に当たって、

可能な限り、担当職員を分けて対応すること 

・使い捨て手袋、マスクを着用すること。咳き込みなどがあり、飛沫感染のリスク

が高い状況では、必要に応じてゴーグル、使い捨てエプロン、ガウン等を着用す

こと 

など、新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者等への適切な対応を実施し、感染防

止に万全を図る必要がある。 

 

（別添） 

問 令和２年４月 10 日付け事務連絡では、「児童福祉部門と衛生部門が連携し、

都道府県、市町村のほか、関係施設等で相談の上で、役割分担等の子どもの保

護の対応について、検討」を行うこととされているが、具体的にどのような対

応が考えられるのか。 



【受け入れ先の確保について】 
 

○ 子どもの受け入れ体制については、各地域の実情が様々であると考えられること

から、子どもを迅速に保護できるよう、あらかじめ、児童福祉部門と衛生部門が連

携し、都道府県、市町村のほか、関係施設等で相談の上で、上記の対応等も参考に

した上、役割分担や子どもの保護の対応を決定し、準備を進めておく必要がある。 

 

○ 受け入れ先については、他の子どもへの感染を防止する観点から、既存の一時保

護所等の活用が難しい場合には、時限的な措置として、自治体の設置している施設

の一部を専用の一時保護委託先として活用することや、既存の施設（宿泊施設を含

む。以下同じ。）を一時保護所の一部として転用すること等の工夫を行うことも考

えられる。 

 

○ 既存の施設を一時保護所の一部として転用する場合においては、当該施設単体で、

児童福祉法施行規則第 35条の基準（※）を満たす必要はないが、「社会福祉施設等

における感染拡大防止のための留意点について（その２）」（令和２年４月７日付け

事務連絡）等に基づく取組を適切に実施するとともに、一時保護所と緊密に連携し、

当該施設における子どものケアが適切に行われることが必要である。 
 
（※） 児童福祉法施行規則（昭和 23年厚生省令第 11号）第 35条（同条の規定に基づき、児

童養護施設に係る児童福祉施設最低基準の規定（児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）第７章）を準用）及び児童相談所運営指針（平成２年３

月５日付け厚生省児童家庭局長通知）第９章第１節（２）第２節（３） 

 

○ こうした対応に当たっては、「「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策

（※）」等に係る児童養護施設等に対する財政措置等について（令和２年４月７日

事務連絡）」において、仮設による居室の設置等を図る場合の補助事業をお示しし

ているので、ご承知おきいただきたい。 
 
（※）新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策 

【事業内容】感染が疑われる者同士のスペースを空間的に分離するための個室化に要する

改修費 

【対象施設】児童相談所一時保護所、児童養護施設、児童自立支援施設、母子生活支援施

設、乳児院、児童心理治療施設、婦人保護施設、婦人相談所一時保護所、自立

援助ホーム、ファミリーホーム、里親 等 

【補助基準額】8,000千円 

【補助割合】 国： 1/2 → 10/10（補助率の嵩上げについて補正予算に計上） 

 

 


